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1．はじめに

1. 1．モバイル決済研究の意義
　日本政府（内閣府）は決済の利便性・効率性の向上を目指し，「日本再興戦略 2016」にお

いて，2020 年のオリンピック・パラリンピック東京大会開催を目途に，キャッシュレス環

境を飛躍的に改善し（p. 103），キャッシュレス化を推進する（p. 159）と決定した（内閣府，

2016）。そして経済産業省はキャッシュレス社会の早期実現を目指し，平成 30 年 4 月に「キ

ャッシュレス・ビジョン」を発表した（経済産業省商務・サービスグループ消費・流通政策

課，2018）。キャッシュレス決済の方法としては，伝統的なクレジットカードやデビットカ

ードの他，仮想通貨やスマートフォンによるモバイル決済（Mobile Payment, Mobile Wal-

let, Mobile Banking）があり，中でもモバイル決済が急速に普及しつつある。

　モバイル決済は国内だけでなく世界的にも急速に普及しつつある注目の IT アプリケーシ

ョンである。欧米先進国では人気 B 級グルメ店以外では全てキャッシュレス化されている

（加藤出，2019）。日本では 2019 年 10 月になって増税及びキャッシュレス・ポイント還元事

業が実施され，モバイル決済を含むキャッシュレス決済は，日本でも急速に普及拡大しつつ

ある（日本経済新聞，2019）。

　Steinbach （2019）が述べているように，モバイル決済の普及は消費者文化に大きな影響

を与える。Google （2011）は Google wallet の発表にあたり，過去数千年の間に，人々の支

払方法は硬貨・紙幣・IC カードと 3 回変わった，4 回目の変化はモバイル決済の導入であ

る，と書いている。

　しかし日本におけるキャッシュレスの普及速度は先進諸国の中では遅い。2016 年時点で

中国（65.8％）・韓国（96.4％）や欧米先進国は既に高い利用率となっている。しかし日本で

はキャッシュレス決済の比率は，2016 年の数値で 2 割に止まる（Graison, 2018 ; 永井岳彦，

2018 ; Fukumoto, 2019 ; Kyodo-News, 2019 ; 日本経済新聞，2019）。第一の理由は財政環境が

長期間安定しているために，紙幣（日本銀行券）の信用が高く，消費者も店舗も紙幣から離

れないからで，第二の理由はクレジットカード等の電子決済手数料率が高いからである

（Okutsu, 2019）。政府は海外からの旅行客（inbound）の取り込みも目論んで，「未来投資戦

略 2018」（2018 年 6 月 15 日閣議決定）において 2028 年迄にこの比率を倍増することを目標
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にしている（内閣府，2018）。

1. 2．本稿の目的
　後述するように，モバイル決済の普及因子については海外で多数の研究が発表されている。

そこで，本稿では，近年のモバイル決済普及因子についての研究動向を，これを説明する因

子に関する近年の実証分析を中心にサーベイし，研究展開の今後の方向性を検討する。

　尚，本稿は日本情報経営学会第 78 回全国大会で筆者が発表した「モバイル決済の普及因

子」をベースに，大幅加筆して書き直したものである。学会大会の予稿は紙幅制約が 4 頁迄

となっており，十分な文献参照・文献研究を記述できなかった。上記予稿においても，「本

稿では紙幅と時間の制約から多くの既存の実証研究を考慮することができなかった。この点

で，サーベイとしては研究途中結果である。これも今後の研究課題である」と書いた（佐藤

修，2019）。本稿はこの「研究課題」の実現を目的とするものである。

2．技術受容研究としてのモバイル決済研究

2. 1．第一世代のモバイル決済研究
　情報システム（Information Systems : IS）研究において，技術受容研究（technology ac-

ceptance research）は主要な研究テーマの一つである（Yang, 2005 ; Seetharaman et al., 

2017）。それは IS の成否は，利用者が実際に使ってくれるかどうかにかかっているからであ

る（Pikkarainen, 2004）。利用者が新技術としての IS を受容するかどうかは，システム設計

やシステム開発に影響を与える（Mathieson, 1991）。

　初期の代表的な技術受容研究モデルには① Theory of reasoned action （TRA）（Fishbein 

and Ajzen, 1975），これを発展させた② Theory of Planned Behavior （TPB）（Ajzen, 1991 ; 

Ajzen and Fishbein, 1980），③ Technology Acceptance Model （TAM）（Davis, 1989 ; Da-

vis et al., 1989 ; Venkatesh and Davis, 2000），更に TAM を改良した④ TAM2（Venkatesh 

and Davis, 2000）や TPB をベースにした⑤ Unified Theory of Acceptance and Use of 

Technology （UTAUT）（Venkatesh and et al., 2003）等，TRA 等の既存モデルをベースと

するモデルが多数提案された（Venkatesh and Speier, 1999 ; Venkatesh and Davis, 2000 ; 

Venkatesh et al., 2002 ; Dahlberg and Öörni, 2007）。

　TAM は信念，態度，意図，そして行動という TRA 及び Fishbein and Ajzen （1975）で

使われた因子を用いて開発された（Seetharaman et al., 2017）。これらは意図された行動と

して，新規に IS を利用する場合を説明するモデルである。よって行動の前提としての意図

が重要な媒介因子であった。このため，実際の行為の代理指標として意図を測ることが正当

化された（Koufaris, 2002）。利用者が知覚した有用性（usefulness）や使い易さ（ease of 
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use）が態度（attitude）に影響し，これが更に利用意図（intention to use）に影響してそ

れが実際の行動（behavior）に影響するというのが基本的な考え方である。UTAUT はそ

れまでの多数の技術受容モデル研究の成果を前提に，これらを統合するモデルとして 8 つの

因子群で利用意図と利用者態度を説明しようとした。

　上記の各モデルは企業等の組織における組織情報システム（Organizational Computing）

（一瀬益夫，2016）の受容についての研究で，本稿の対象であるモバイル決済の普及研究と

は背景・焦点が異なる。TRA や TAM が開発された当時，IS はまだ高価であり，企業等の

組織が業務のために利用するのが中心で，一般消費者のツールではなかった。企業では業務

処理のために IS を導入し，これを使っていく（社内従業員に利用させる）ことが IS の効果

を実現するうえで必須であった（Dahlberg and Öörni, 2007）。

　モバイル決済の利用は個人の意思決定に基づく IS の業務的利用である EUC （End User 

Computing）（佐藤修 他，1996；一瀬益夫，2016）とも異なる。勿論，モバイルによる

EUC（m-business）利用の研究も，Lee and Shim （2006）や Lin et al. （2011）等多数ある。

モバイル EUC では利用者個人の裁量余地が大きいので，TAM 等の技術受容研究と後述す

るモバイル決済普及研究の中間的な分析結果が示されている。例えば Lee and Shim （2006）

は利用者の娯楽性（hedonism）が重要な要素であることを示唆している。Lin et al. （2011）

はモバイル債券取引の利用について研究し，信用が重要であることを示唆している。

　モバイル決済普及研究の初期には，TAM 等を援用して同じ因子を説明変数として用いる

研究が行われていた。Shin （2009）は UTAUT を援用してモバイル決済普及について構造

方程式モデル（Structural Equation Model : SEM）による実証研究を行い，後述する第二世

代因子の重要性を確認した。Dahlberg et al. （2003）は TAM をモバイル決済普及研究に適

用し，61 人の被験者に対するインタビューデータに基づいて，信用（trust）の重要性を確

認した。そしてこれに基づき TAM を拡張した Trust enhanced technology acceptance 

model （TOMI）を提案している。同様に Dahlberg and Öörni （2007）は TPB を拡張した

モデルを開発し，郵送アンケート調査のデータを用いて実証分析を行った。そして互換性

（compatibility）や信用が重要な影響変数であることを確認した。

　上記で紹介した代表的な技術受容研究モデルは，モバイル決済の受容研究に使われた

（Seetharaman et al., 2017）だけではなく，オンラインバンキング研究（Yee-Loong Chong, 

2010 ; Pikkarainen, 2004 ; Kiljan et al., 2016）や電子請求書（electronic invoice）（Dahlberg 

and Öörni, 2007）等でも使われている。例えば Amoroso and Magnier-Watanabe （2012）

は UTAUT を参考にして，9 因子でオンラインバンキング利用への態度と行動意図を説明

するモデルを提案している。但しこの研究はモデルの提案だけで，実証分析を行っていない。
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2. 2．第二世代のモバイル決済研究
　他方，本稿でテーマとするモバイル決済の普及研究では，対象となるモバイル決済は業務

利用ではなくて個人の私的利用（強制されない）であり，日常の生活の中での利用である。

また，利用者は IS（具体的にはスマートフォン）を私的に利用することに慣れており，モ

バイル決済は無意識に日常生活の中で使っている IS の追加機能である。このため，モバイ

ル決済の行動を媒介する因子として意図の重要性は低くなり，代わりに満足（satisfaction），

信用（trust），忠誠度（loyalty）や習慣（habit/inertia）のような心理学やマーケティング

研究で使われる説明因子の重要性が高くなった（Nagata, 2018）。目的変数も利用開始の意

図から継続的利用の意図に変わった。

　勿論，この変遷はモバイル決済に限定的なものではなく，IS 分野における技術受容研究

全般で見られる傾向である。例えば Ho and Wu （2011）や Amoroso and Ogawa （2013）は

オンラインサービスの受容研究で，満足度が忠誠度に影響することを実証している。

　以上の相違により，技術受容という同じ問題を扱っているにも関わらず，脈絡（前提条

件）が異なるために目的変数や影響（媒介）因子が異なる。以上のように，TRA・TAM・

UTAUT 及びこれらを拡張したモデル及び説明因子（使い易さや有用性）による研究は第

一世代のモバイル決済研究で，モバイル決済の新規利用を目的変数とした。上記のような変

遷期の拡張研究を経て，説明因子を有用性や使い易さやから習慣・信用・忠誠度等に，目的

変数を新規利用から継続的利用に置き換えたモデルが第二世代のモバイル決済（技術受容）

研究である。当然ながら第二世代のモバイル決済受容研究は第一世代をベースにしているの

で，モデルの構造は類似しているし，上記のように第二世代で使われなくなった，第一世代

を象徴する因子が全く出てこないわけではない。本稿では以下で，現在の主たる研究モデル

であるこの第二世代のモバイル決済研究を中心に取り上げる。

2. 3．利用継続を説明する期待確信モデル
　モバイル決済は今日では決して新しいツールではない。既に広く認知されており，前記の

ように普及の遅れている日本でも 2 割以上の利用者がいる。Rogers （1962）の革新普及理論

（Innovation Diffusion Theory）では革新者と初期採用者の段階を既に超え，前期多数採用

者段階に入り始めている。よって目的変数は初期採用（新奇なものを使ってみる）ではなく

て，その結果として利用を継続するかどうか，すなわち普及・定着するかどうかである。他

の先進国や有線通信環境が立ち遅れた（インドやフィリピン等の）開発途上国では既に定着

しているアプリケーションである。

　Kumar et al. （2018）は過去の関連研究の文献調査を元に，利用継続意思を従属変数とし

た SEM を構築し，インドで収集したアンケート調査データにより実証分析を行った。この

モデルの特徴は，心理学の期待確信理論（Expectation Confirmation Theory : ECT）（Nevo, 
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2015）のモデルと自己決定理論（Self Determination theory : SDT）のモデルを組合せて分

析モデルとした点にある。SDT は内向的動機付け（intrinsic motivation）と外向的動機付

け（extrinsic motivation）を考慮する理論である。同論文では更にこれらに品質（Quality）

因子と信頼（Trust）因子を追加している。

　ECT は初期採用（利用）に満足すると，利用者の期待が確信になって継続的利用となる

過程を説明するモデルである（Bhattacherjee, 2001）。Bhattacherjee （2001）は，新 IT を

受容する因果関係を説明する従来のモデル（TAM 等）とは異なることを強調している。し

かし類似の概念を説明するモデルのため，モデルは似ている。ECT は元来，マーケティン

グ分野で Oliver （1980）により提案されたモデルで，期待拒絶理論（Disconfirmation of Ex-

pectation Theory 又は Expectation disconfirmation theory ; EDT）とも呼ばれる。

　Bhattacherjee （2001）は，第一に事前期待は初期利用によって変わり得るので，継続利

用意思にフォーカスして事前期待因子を削除した。データはクロスセクションなのでデータ

との適合性も適切になる。第二に初期利用に基づく確信で効果の認識も変わることを根拠と

して，モデルを修正している。また，TAM との整合性に配慮して，効果認識から満足と継

続利用意思への影響を想定している。Bhattacherjee （2001）は米国でオンラインバンキン

グ利用者からアンケートデータを収集して，モデルを実証した。結果的には，全ての仮説で

有意な影響を見出した。モデルのデータ適合性も満足できる結果であった。

　Kumar et al. （2018）も上記のモデルを用いている。しかしこの論文では，効果認識（per-

ceived usefulness）から満足度及び継続利用意思への影響は，有意には確認できなかった。

2. 4．継続利用意図を説明する自己決定モデル
　Kumar et al. （2018）は前記の ECT モデルに SDT モデルを組み合わせている。SDT は

外発的動機付けとは無関係に，人は内発的動機づけで動くと主張している。Kumar et al. 

（2018）のモデルでは，満足が外発的及び内発的動機付けに影響して，これが継続利用意思

に影響すると仮定した。即ち，モバイル決済の継続的利用を考慮する場合，その直接的な関

連だけでなく，外発的と内発的の動機付けという心理的因子も考慮すべきという主張である。

　Kumar et al. （2018）の実証分析の結果では，満足が 5 つ（表 1）の動機付けに強く

（p<0.001）有意に影響していた。しかし継続的利用意思に強く（p<0.001）有意な説明力を

持つのは内的調整（intrinsic regulation :　満足感に基づく自律的動機）と同一化的調整

（identified regulation :　継続的利用の価値を認め自分の決定として受け入れる）だけで，外

的調整（external regulation :　外部からの圧力で行動する）と統合的調整（integrated regu-

lation）は弱く（p<0.05）有意なレベルであった。そして取り入れ的調整（introjected regu-

lation）は有意ではなかった。表 1 は以上で説明した実証分析結果を整理したものである。

　Kumar et al. （2018）の実証分析はインドのデータであり，インドにおける政府及び企業



表1　Kumar et al. （2018）の実証分析結果

外発的動機付け 外的調整 p<0.05

取り入れ的調整 p>0.05

同一化的調整 p<0.001

統合的調整 p<0.05

内発的動機付け 内的調整 p<0.001

モバイル決済普及因子の文献研究

  102  

のモバイル決済政策がどのようになっているか筆者は情報を得ていない。しかし日本では前

記のように政府（総務省，2018）も企業もモバイル決済を普及させるためにかなりの努力を

している。銀行系や交通系のモバイル決済カード発行会社や，楽天株式会社や株式会社リク

ルートホールディングスのような独立系のモバイル決済カード発行会社は，自社カードによ

るモバイル決済の利用に対してポイントを付与することで，顧客の囲い込み政策を推進して

いる。これは表 1 では外的調整に該当する。故に Kumar et al. （2018）の実証分析を日本で

実施したら，表 1 の上位（外発的）の因子が有意に出て，下位（内発的）の因子の有意性は

低い可能性がある。即ち，文化やその国の政策・市場動向によって，Kumar et al. （2018）

の実証分析とは異なる結果になる可能性がある。

2. 5．習慣因子の組み込み
　継続的利用意思をモデル化する場合，無意識的に日常利用するという点で，「習慣（hab-

it/inertia）」を考慮することが適当である。習慣は選択可能な複数の代替案の間での利用者

による切り替えや新システム受容に影響する無意識で反復的な因子である（Wood and 

Neal, 2009）。このため，IS 分野では様々な技術受容研究において，この影響に注目する研

究が多い（Polites and Karahanna, 2012 ; Gray David, 2017）。

　Amoroso and Lim （2017）はフィリピンでアンケート調査を実施し，モバイル決済アプリ

ケーションの継続的利用意思を説明する実証モデル研究を行った。それは利用者の態度と満

足度で利用習慣と継続的利用意思を説明するモデルである。態度（attitude）は観察や最初

の利用経験による製品やサービスへの考え方である。

　Amoroso and Lim （2017）は更に，習慣を除外したモデルと態度や満足から継続的利用意

思への直接的効果を考慮したモデルによる分析結果も示している。前者では態度や満足度は

継続利用意思を強く説明するモデルである。しかし媒介因子として習慣を考慮すると，態度

は依然として強い説明因子であるが，満足度の継続利用意思への直接的影響は有意ではなく

なる。この場合，満足は習慣や態度を経由して継続的利用意思に影響する間接的な因子であ

る。
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2. 6．2因子モデル
　モデルが複雑化してくると，多数化した説明因子の整理が必要になってくる。2 因子モデ

ルは，説明因子を貢献因子（dedication factors/enablers）と制約因子（constraint factors/

inhibitors）に大別してモデル化するアプローチで，IS 分野でもしばしば使われるアプロー

チである（Amoroso and Chen, 2017 ; Bhattacherjee and Hikmet, 2008 ; Kim and Son, 2009）。

Kim and Son （2009）は貢献因子群内と制約因子群内の夫々に因果関係モデルを構築し，両

者が更に関連するモデルを開発して，SEM によりオンラインサービスの継続的利用意思に

ついて実証分析を行った。元来 2 因子モデルは，消費者行動研究で提案されたモデルである

（Bendapudi and Berry, 1997）。

　Amoroso and Chen （2017）は 2 因子モデルを援用して，モバイル決済の継続利用意図を

説明するモデルを提案し，中国の大学生を対象にデータを収集して実証分析を行った。貢献

因子は，知覚価値，知覚された楽しみ，個人の革新性及び満足を含む。制約因子は切り替え

費用（switching cost）及び習慣である。SEM 分析の結果は，上記の全ての因子は多少の差

はあっても全て有意に継続利用意図に影響した。このデータでは媒介変数としての満足度は

有意に継続利用意図に影響したが，忠誠度は継続利用意図に影響しなかった。

2. 7．忠誠度の説明モデル
　以上のモバイル決済受容研究では継続利用意思が目的変数でその他は影響変数または媒介

変数であった。技術受容研究で忠誠度は態度や行動に影響する重要な因子（Holland and 

Baker, 2001 ; Amoroso and Ogawa, 2013）なので，継続利用意思でなくて忠誠度を説明する

研究もある。

　Amoroso et al. （2017）は習慣・態度・満足度を説明因子に，習慣・継続利用意思を媒介

変数にして忠誠度を説明する 3 つの SEM モデルを立て，タイで保険代理店（local offices）

からデータを収集して，このモデルを実証した。何れのモデルにおいても因果関係の多くが

有意であり，夫々，0.5, 0.56, 0.61 と忠誠度の決定係数も高かった。この結果からも，第二世

代のモバイル研究で援用されてきた説明・媒介因子の頑健性が裏付けられた。

2. 8．国際比較研究
　第二世代のモバイル研究で採用された前記の各因子は心理的なものなので，各国の文化の

違いにより目的変数への影響力や影響の仕方が異なる。当然ながらこれに着目した国際比較

研究も多数発表されている。

　Amoroso et al. （2015）は，使い易さ・態度・個人の革新性・忠誠度・満足度でモバイル

アプリケーション利用意図を説明するモデルを構築し，日本，米国，フィリピンの 3 か国の

消費者について実証研究を行った。国毎の平均値の差の検定を行った他，異なる文化の 3 か
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国のデータを同じ重回帰分析モデルに当てはめた。予想されたように，国毎に有意な因果関

係（説明変数）は異なった。利用意図への影響で比較すると，日本では個人の革新性，態度

が有意な変数であった。これに対して米国やフィリピンのデータ分析結果では，前記に追加

して使い易さや満足度も有意な説明変数であった。この研究で採用されたモデル・質問項

目・説明変数は，米国を中心とする海外での長年の研究成果を反映している。このモデル及

び説明変数が米国やフィリピンで有効であるのに対して，日本では説明力が低かったという

結果は，日本の文化的独自性を反映している。このことは国際比較研究の重要性或いは国毎

の違いが大きいことを示唆している。

3.　結論

　本稿ではモバイル決済受容度を説明する過去の研究の一部を，第二世代のモバイル決済研

究を中心に紹介し，検討した。説明因子である満足度を更に説明する因子として，事前経験

に基づく確信や効果認識を考慮できるのは当然である。そして満足と継続的利用意思との間

に心理的因子を考慮するモデル，他の心理的因子を含めず無意識の習慣のみを考慮する分析，

更には忠誠度を含めるモデル等，過去に様々な研究成果が発表されてきた。

　モバイル決済を説明する因子として何が決定的かを検討する場合，対象国の文化的独自性，

その普及状況や代替手段の利用可能性によって因子の重要性が大きく異なっているというの

が正しい説明であろう。モバイル決済が初めて導入された時期には環境からの影響認識（外

発的動機付け）や利用者の内発的動機付けのような心理的な働きが，満足と継続的利用意思

を繫ぐ重要な因子となった。しかしモバイルが習慣となりその他に代替的決済手段がない場

合には，満足に影響されない，他には何も考えない習慣による利用になってしまう。

　研究毎に因果関係の考え方や採用する説明因子・媒介因子が異なる。例えば，Amoroso 

and Lim （2017）では心理的因子を考慮していない。これに表 1 の心理的因子を含めたら，

果たしてこれに説明力はあるであろうか。上記の筆者の解釈では説明力は低いかもしれない

という想定があるが，これは実証されていない。

　また，表 1 の Kumar et al. （2018）の実証分析結果では，外発的動機付けの影響は小さか

ったが，日本のようにモバイル決済普及度が低い環境では，外発的因子がより大きな影響を

持つかもしれない。もしそうならば，日本政府の積極的なキャッシュレス決済拡大策を肯定

する根拠になると解釈できる。実証分析の結果がどのようになるかはデータを収集した環境

依存であり，データを収集した国や時期によって実証分析結果は異なってくると推論できる。

以上の推論は分析してみないと分からないことで，国際比較研究及び今後の多様なモデルに

よる実証研究が期待される。

　上記のように日本ではモバイル決済が急速に普及しつつあり，注目の研究テーマである。
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程度の差はあれ，これは多くの他国においても同様で，今後も暫くはこのテーマについての

IS 側からの研究が世界的に進められると期待している。
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